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は じ め に 
１．協会の願い 
 

 

 

 

これは５５年間の歩みを通じて、協会が一貫して取り組んできたミッションです。 

このミッションを実現するため協会は、以下の３つの目標を掲げています。 

目標① 市民自治の確立 

私たちは、市民セクターの行動原理として、市民自治を追求します。 

市民自治の原則とは、一部のエリートや専門家などが主導するのではなく、市民自身、当事者

自身が企画・実行し、社会状況に応じて変化させていくものです。当協会の運営においても、

あらゆる場面で、市民自治を実行します。 

目標② 創造的に社会を変えようとする人たちの支援と変革の実行 

私たちは、行政や企業だけではできない新しい価値観にもとづいた行動や新しい社会的取り

組み、すなわち「社会的イノベーション」を支援し、自らも実行します。「社会的イノベー  

ション」とは、社会的課題を解決するためのさまざまな新機軸の創出を意味します。マイノリ

ティの生活改善・生活向上や持続可能な生活様式の提案など、多様な市民の手による社会的イ

ノベーションを支援するとともに、当協会も積極的に提案、実行します。 

目標③ 市民の力が発揮されるための支援 

私たちは、市民がさまざまな能力を創造的に発揮するための支援、すなわちエンパワメント

を進め、それを協会内部においても推進します。市民にとってより暮らしやすい社会を実現す

るためには、市民自身のパワーアップが不可欠です。そのパワー（実行力）は、私たち自身の

中にあり、それを引き出すのが「エンパワメント」です。私たちは、市民をエンパワメントす

る環境づくりを支援し、自らも実行します。 

さらに創立５０周年を迎えた２０１５年には「『ポスト５０年』行動宣言」を以下のように

宣言しました。 

 

 

 

 

 

 

また、新たに「協会単独で取り組まず、複数の主体が対等に協働する」「事業も推進するが、

お金も集めて使う、投資する、時には配る」チャレンジに取り組んでいます。具体的には、「災

害支援・防災」事業、「社会的孤立の抑制・解消」事業について、多くの関係者と協働するマル

チステークホルダー・プロセス型での事業を重視しています。 

より公正で多様性を認め合う市民主体の社会をつくるため、多彩な市民活動を支援すると 

ともに、他セクターとも協働して、市民セクターの拡充をめざす 

協会のミッション 

協会は、多様な主体による連携と市民参加の促進によって、社会問題解決のためのソーシャル

イノベーションを起こします。これらを仕掛け、社会にうねりをつくり出すコーディネーシ

ョン機関のモデルとなります。 

そのために、①「場づくり」（プラットフォームづくり）、②「参加の促進」（人材育成 

機能）、③「理論化」（仮説の創出と理論の生成） の３つの事項に取り組みます。 
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２．協会の組織など 

（１）２０２０年度の組織図  

 協会は役職員だけでなく、多くの市民がボランティアもスタッフとして参画し、委員会やチーム

を組織して、事業推進と組織運営を進めている。 
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評 議 員 会 
（議決機関） 

総会 
（会員自治の体現） 

ボランティア・ＮＰＯ推進センター運営委員会 

災害支援委員会 

企業市民活動推進センター運営委員会 

ボランタリズム研究所運営委員会 

情報出版関係事業 

組織整備部門 

ボランティアコーディネーション部会 

ボランティアスタイル（ボラスタ）チーム 

“裁判員ＡＣＴ（アクト）”裁判への市民参加を 
進める会チーム 

ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「たにまちっく」 

「ＣＡＮＶＡＳよるがく」チーム 本部・総務 
ボランティア・ＮＰＯ推進 
災害支援・防災推進 
企業市民活動推進 
ボランタリズム研究推進 
情報・出版・ｼﾝｸﾀﾝｸ推進 

※「3.11 from KANSAI」実行委員会への参画と事務局 
※「おおさか災害支援ネットワーク」への参画と世話役団体 
※「まちなか被災シミュレーション」実行委員会への参画と運営 

すぐに動く災害ボランティアチーム「ＳＵＧ（スグ）」 

※ フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム幹事会事務局 
※「うめきた朝ガク」運営委員会への参画と事務局 

ボランティア・市民活動ライブラリー運営チーム 

『ウォロ』編集委員会 
『ウォロ』発送チーム 

法人コミュニケーションチーム 
「ＣＡＮＶＡＳ ＮＥＷＳ」編集委員会 

アソシエーター活性化委員会 



- 3 - 

（２）２０２０年度の役員などの名簿 （敬称略） 

  ２０２０年度の 社会福祉法人 大阪ボランティア協会の役員などは、以下のとおりである。 

 

１．役 員（理事６人、監事３人） ＊2020 年 6 月 3 日より 

理 事 長  早 瀬    昇 （（認特）日本ＮＰＯセンター 理事、日本ＮＰＯ学会 副会長） 

常務理事  永 井  美 佳 （協会 事務局長） 

理  事  上 林  康 典 （協会 常任運営委員長、会社員） 

  〃   谷 水  美 香 （協会 ボランティア・NPO 推進センター運営委員長、精神保健福祉士、 

                       コミュニケーショントレーナー） 

  〃   牧 里  每 治 （前 理事長、関西学院大学 名誉教授） 

  〃   増 田  宏 幸 （協会 常任運営委員、「ウォロ」編集委員長、会社員） 

監  事  秋 岡    安 （税理士） 

  〃   許 斐  正 啓 （(公財)日本生命済生会 理事待遇事務局長） 

  〃   日 髙  清 司 （弁護士） 

 

２．評議員（１２人） ＊2020 年 6 月 24 日より 

乾    とし子 （パナソニック㈱ ブランドコミュニケーション本部 ＣＳＲ・社会文化部 

ＣＳＲ・企画推進課 課長） 

伊良原  淳 也 （関西ＳＴＳ連絡会 代表） 

柏 木    宏 （法政大学大学院連帯社会インスティテュート 教授） 

叶 井  泰 幸 （（福）大阪府社会福祉協議会 地域福祉部 部長） 

小 尾  隆 一 （（福）大阪手をつなぐ育成会 常務理事） 

遠 矢  家永子 （（特）ＳＥＡＮ 教育部門「G-Free」代表） 

豊 田  基 嗣 （日本生命保険(相) 調査役） 

永 岡  正 己 （日本福祉大学 名誉教授） 

西 村    晋 （サントリーホールディングス㈱ ＣＳＲ推進部 専任部長） 

増 井    裕 （大阪ガス㈱ 近畿圏部 ソーシャルデザイン室 室長） 

八 尾  高 伸 （近畿労働金庫 地域共生推進室 室長） 

山 田  裕 子 （（認特）大阪ＮＰＯセンター 副代表理事） 

 

３．評議員選任・解任委員（３人） 

新 崎  国 広 （外部委員。大阪教育大学 教育学部 教授） 

江 渕  桂 子 （協会 事務局主幹） 

日 髙  清 司 （監事。弁護士） 

 

４．顧 問  岡 本  榮 一  （元 協会理事長） 

５．参 与  井 上  小太郎、 森 田 正 紀 

６．苦情対応に関する第３者委員 

ちょん  せいこ （㈱ひとまち 代表） 

 常任運営委員会やセンター委員会などの各委員や事務局の名簿は事業報告・第８章「人的な  

事業推進体制の充実」で紹介している。 
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２０２０年度事業計画と組織 
◎はじめに 

 新型コロナウイルスに感染し、闘病されている方やそのご家族の皆さまに、心からお見舞い申

し上げます。 

 また、このような厳しい状況下でも、医療、福祉、教育など最前線の現場で活動しておられる

皆さまには、心からの敬意と感謝を表します。 

 これまで、私たち市民は、地域コミュニティでの支え合いはもちろん、さまざまな課題に市民

ならではの視点で取り組みを重ね、暮らしや文化をより豊かにするための活動を生み出してきま

した。 

 そこでは、「顔の見える関係づくり」や「つながり」を大切に、多様な人が出会い、ふれあい、

学びあいながら、社会的に孤立する人ひとりひとりに寄り添う取り組みを重ねてきました。 

 今、新型コロナウイルスの感染拡大により、世界中で、ふれあい、集うことを極力避け、人と

人が物理的な距離をとることが強く求められるようになりました。これまで私たちがあたりまえ

に続けてきた人と人とのつながり方、支えあい方からいったん離れ、新たな方法やしくみを生み

出そうと試行錯誤する過程で、目の前に高い壁が立ちはだかっているような感覚に襲われます。 

 1965 年、市民主体で設立されたボランティア・市民活動支援機関である大阪ボランティア協会

（以下、「協会」）では、こうした危機的な状況に際しても、ボランティアと事務局スタッフが共

に知恵と力を出しあって活動を続けようと、常任運営委員会を中心に各チームでプロジェクトを

継続しながら、今回の事態の対応にあたっています。 

 協会は、世代や立場が異なる人々が自由に集え、排除しない「広場」をつくり、草の根の市民

が権威や権力に臆することのない市民の手による自治運営をする「砦」の機能づくりにこだわっ

てきました。 この難局を冷静に乗り切る責任感と判断力を保ちつつ、今のスタイルに合った「広

場」と「砦」を新しく模索していきたいと思います。 

 今こそ市民の「参加」の力を信じ、この未曽有の事態を、だれひとり取り残すことなく、市民

同士が助けあう原点に立ち戻る機会にしていきましょう。 

2020 年度の事業計画については、現時点では継続事業などの一部を除き一時保留とし、状況に

応じて対応することになります。 

 現在、この状況下の中で何ができるのか、あるいは今後の状況を注視しつつ、少しでも早く、

安全に、市民活動が展開できるように取り組んでまいりますので、ご理解をいただけますようお

願いいたします。 

 なお、大阪ボランティア協会では、「新型コロナウイルスの影響下での市民活動に関するメッセ

ージ」等、随時ホームページでご案内させていただいております。 
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１．事業の推進計画 

2020 年度の協会は、2015 年 11 月に発表した「行動

宣言」を中軸に置き、引き続き重点テーマである「社会

的孤立の抑制・解消」事業と「災害支援・防災」事業の

充実をはかる。 

また、2015 年に国連で採択されたＳＤＧｓ（持続可

能な開発目標）の理念である「だれひとり取り残さない

社会」の実現に向けて、ともすれば「経済」優先になり

がちな現代社会において、「経済」と「環境」と「社会」

との調和に配慮した取組みが当たり前な近未来社会と

なるよう、コーディネーション機関である協会の特性

と強みを生かして、精力的に取り組みたい。 

「ボランティア・ＮＰＯ推進センター」においては、

「ボランティアコーディネーション事業」、「市民力向

上事業」、「ＮＰＯ運営基盤事業」を実施する。また「企

業市民活動推進センター」、「情報研究・出版・市民シン

クタンク事業」を展開。さらに、「災害支援・防災事業」

にも取り組み、「市民活動の総合サポートセンター」と

しての特色を活かした事業を推進する。 

 

【ボランティア・ＮＰＯ推進センター部門】 

 ボランティア・ＮＰＯ推進センターは、①「ボランティアコーディネーション」、②「市民力向

上（市民学習・研修）」、③「ＮＰＯ運営支援・基盤整備」「市民活動の場の支援（ＣＡＮＶＡＳ谷

町）」の３事業において、相乗効果を出せるよう相互連携して取り組む。 

 

１．ボランティアコーディネーション事業 （大阪市受託事業を含む） 

 協会のコア事業の一つであるボランティアコーディネーション事業は、「大阪市福祉ボランティ

アコーディネーション事業」として、2018 年度から３年間、継続して受託することになった。個

人、施設・ＮＰＯなどからの「ボランティアの応援を求めたい」という依頼に応えるとともに、

「ボランティア活動、市民活動に取り組みたい」という人々の思いをかなえる取り組みを進め、

市民の「参加の力」で自治的に社会課題を解決する社会づくりのため、協会の専門性を活かした

い。なお今期の事業受託では、「生徒と福祉の現場をつなぐ交流コーディネーション事業」が新た

に加わり、大阪市内の中学校で生徒が福祉の現場にふれ、理解する体験を支援することになった。

この事業は「市民力向上（市民学習・研修）事業」とも関連するものだが、連携して事業を展開す

る。 

 

 4-7 地球市民教育、持

続可能な開発のための

教育の推進 

 
10-2 全ての人々の能力

強化及び社会的、経済的

及び政治的な包含を促進 

 11-b あらゆるレベルで

の総合的な災害リスク管

理の策定と実施を行う 

 16-7 あらゆるレベルに

お い て 、 対 応 的 、 包 摂

的、参加型及び代表的な

意思決定を確保 

 17-16 持続可能な開発

のためのグローバル・パ

ートナーシップを強化 

協会の「SDGs」達成へのコミットメント 
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■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係事業】 

・（大阪市受託）「インクルーシブボランティア研究会」

（旧・課題を抱える当事者の活動支援事業の開発）

研修の開催 

・（大阪市受託）災害時要配慮者を支えるボランティア

リーダー育成研修 

【新規事業】 

・なし 

１）相談を通じた問題解決：個人・団体の受け入れ力を向上  

①（大阪市受託）大阪市域を超えての個人、施設・ＮＰＯへの訪問、面談、各種関係機関との連

携や施設団体へのボランティアマネジメントのアドバイス、相談など 

②（大阪市受託）「ケース検討会」の定期開催とケースからのテーマ別研究 

③（大阪市受託）「インクルーシブボランティア研究会」（旧・課題を抱える当事者の活動支援事

業の開発）研修の開催 【行動宣言関係】 

２）活動希望者への対応：新たな活動層を広げる  

①（大阪市受託）「はじめてのボランティア説明会」、「出張ボランティア相談会」の開催 

②（大阪市受託）ボランティア活動リーダーのための「学び」の場提供 

③（大阪市受託）災害時要配慮者を支えるボランティアリーダー育成研修【行動宣言関係】 

④（大阪府共募助成）「ボランティアスタイル」事業の推進 

⑤（大阪府共募助成）「関西人のためのボランティア活動情報ネット（ＫＶネット）」によるボ

ランティア情報の発信 

⑥ メルマガ「関西人のためのボランティア情報」の編集・発行、およびマスコミへの活動情報

提供（読売新聞わいず倶楽部） 

３）企業人や学生へのボランティア活動の機会を開発・提供  

①（大阪市受託）「チャンスがあればやってみたかった」プログラムの提供 

②（大阪市委託）企業人のボランティアが参加しやすいボランティアプログラム開発と推進 

③（大阪市受託）ＳＮＳによる情報発信  

④（大阪市委託）学生チームによる情報発信プロジェクト 

４）生徒と福祉の現場をつなぐ交流コーディネーション事業の開発・提供  

①（大阪市受託）教師向け講座と勉強会の企画・実施 

②（大阪市受託）福祉教育プログラムの開発と実施 

５）ボランティアコーディネーションに関わる人材養成・専門性向上・基盤強化の提供  

①（大阪市受託）市・区域のボランティアセンター等と連携した支援の実施 

②（JVCA 共催）「第 46 期ボランティアコーディネーター養成講座（新任向け）」の企画・実施 

③（JVCA 共催・受託）「ボランティアコーディネーション力３級検定」直前研修と検定の実施 
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２．市民力向上（市民学習・研修）事業 

 「市民」として生き方を深めるための学習支援事業は、①各種の市民向け講座が多彩に開催さ

れる市民学習・研修、②ＮＰＯや市民活動推進の専門職対象の研修、③全国各地からの派遣要請

に応えて“出前講座”を進める「講師派遣事業」の３形態に大別される。2020 年度も、金曜の夜、

アソシエーターがそれぞれの専門性を活かして無償で講師を務める「ＣＡＮＶＡＳよるがく」の

ように協会内の「参加の力」を活かしつつ、以下の各事業を精力的に推進する。2020 年 2 月以降、

新型コロナウイルスの影響により集合しての講座・研修が行うことができなくなり、講師派遣の

依頼も激減しているため、オンラインでの講座開催を検討していく必要がある。 

■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係事業】 

・（大阪市受託）災害時要配慮者を支えるボランティアリーダー育成研修（再掲） 

【行動宣言関係・新規事業】 

・（大阪府共募助成）ボランタリズム研究所「『市民セクターの次の１０年を考える』研究会第

４幕～社会的孤立の抑制と解消への道程」の開催 

１）市民向けの市民学習およびＮＰＯや市民活動推進の専門職対象の研修  

①（大阪市受託）「はじめてのボランティア説明会」の開催 （再掲） 

②（大阪市受託）ボランティア活動リーダーのための「学び」の場提供（再掲） 

③（大阪市受託）災害時要配慮者を支えるボランティアリーダー育成研修【行動宣言関係】（再掲） 

④（日本ＮＰＯセンター助成）「新ＳＡＶＥ ＪＡＰＡＮ 要配慮者のための防災・減災プロジ

ェクト」の開催 【行動宣言関係】 

⑥（大阪府共募助成）「はじめてのＮＰＯ相談会」の定期開催 

⑦「ＣＡＮＶＡＳよるがく」（『ウォロ』特集連動企画を含む）、「ＣＡＮＶＡＳカフェ」（会

員自主企画）の開催 

⑧（ＮＰＯ支援財団研究会共催）助成実務担当者セミナー＆ＮＰＯ支援助成シンポジウム大阪

（仮）の共催 【新規】 

⑨（大阪府共募助成）裁判員ＡＣＴ公開学習会の開催（新型コロナウイルス感染拡大を受けて

事業を見直し、今年度の「連続セミナー」は開催を見送ることに） 

⑩（大阪府共募助成）ボランタリズム研究所「『市民セクターの次の１０年を考える』研究会第

４幕～社会的孤立の抑制と解消への道程」の開催 【新規】【行動宣言関係】 

⑪（大阪府共募助成）ボランタリズム研究所「リサーチ＆アクションセミナー」の開催 

⑫ 「はじめてのＣＳＲ・社会貢献講座」の開催 

⑬ 時宜に応じた講座・学習会などの開催 

２）市民向けの参加・関心を高める場の提供  

① 裁判員ＡＣＴ「裁判や司法制度に関する体験記・傍聴記」の第２回公募の準備（新型コロナ

ウイルス感染拡大を受けて事業を見直し、今年度の「公募」は見送ることに） 

３）講師派遣事業  

① 全国各地で開催される市民活動講座や行政職員研修などへの講師派遣と講座企画の受託（ボ

ランティア、災害ボランティア、ボランティアコーディネーション、参加の力を生かす、Ｎ

ＰＯ運営、ファシリテーション、コミュニケーション、地域福祉、障害と就労、行政との協
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働、ＣＳＲ・社会貢献、裁判員裁判、日本語でつたえるコツ等）。対面での講座や研修の講師

派遣だけでなく、オンライン講座や研修の企画開発をサポートしつつ、一方でオンライン講

師の育成を行い、新たな受託につなげる。 

４）視察研修、研修生・インターン等の受入れ  

① 大学や企業のインターンシップ生の受け入れ 

② 国内外の関連機関などからの視察研修の受入れ 

 

３-①．ＮＰＯ運営支援・基盤整備事業 

 2020 年度は、新型コロナウイルス感染拡大によって、事業および組織運営に多大な影響を受け

たＮＰＯが持続可能となるよう、ウィズコロナ、アフターコロナ時代のＮＰＯ運営支援・基盤整

備に焦点をあてて事業を展開する。その推進にあたっては、平時と同様に、他セクターとの連携

を意識的に行い、個々の団体に寄り添いつつ、マルチステークホルダー型の課題解決に向けて様々

な市民活動団体の運営相談や支援を展開する。 

■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係事業】 

・なし 

【新規事業】 

・パートナー登録団体（ＮＰＯ）にむけたＮＰＯ支援の検討に着手 

１）ＮＰＯ・市民事業マネジメント支援事業  

① ウィズコロナ、アフターコロナ時代におけるＮＰＯ運営などの相談対応＆コンサルティング 

②（大阪府共募助成）「はじめてのＮＰＯ相談会」の定期開催（再掲） 

③ メルマガ「ＮＰＯぼいす」の編集・発行 

④ 他団体への後援名義・運営協力 

２）支援者とＮＰＯの連携支援事業  

① 「パートナー登録」（略称「Ｐ登録」）制度の運営 

・ウィズコロナ、アフターコロナ時代における支援者とのコーディネーション（人、モノ、資

金、情報）、継続的な運営相談、協会主催研修会・講習会の優先受付・割引、定期的な情報提

供、「市民活動スクエア『ＣＡＮＶＡＳ谷町』」の利用優待 

・団体訪問による課題のヒアリングを通じて、勉強会や新たな事業開発につなげる 

② ウィズコロナ、アフターコロナ時代における支援者の開拓と信頼のおけるＮＰＯとのコーデ

ィネーション 

・寄贈品・寄附金のコーディネーション、助成金および賞の推薦協力 

③ ウィズコロナ、アフターコロナ時代における支援者とＮＰＯの連携推進のための事業の実施 

・パートナー登録団体（ＮＰＯ）にむけたＮＰＯ支援の検討に着手 【新規】 

 

３-②．市民活動の場の支援「ＣＡＮＶＡＳ谷町」事業 

 市民活動の芽吹きを育み、さまざまな団体の関係者や関心を持つ人々がつながる場として 2013

年に開設した「ＣＡＮＶＡＳ谷町」は、初年度の約２倍の利用者を得られるようになってきたが、
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2020 年３月以降、新型コロナウイルスの影響により利用が激減。予定していた講座等を中止する

団体も多く、会議室貸し出し以外の収入を模索していく。 

１）「ＣＡＮＶＡＳ谷町」の情報交流エリアの運営（自治的運営と一層の利用促進） 

① 情報交流エリア：コーディネーション事業と連携したちらしの配架やポスターの掲示による

広報協力、ＣＡＮＶＡＳ谷町のデザインチーム「たにまちっく」と連携した施設内の環境改

善作業など 

２）「ＣＡＮＶＡＳ谷町」貸出し等、場の提供支援の取り組み  

① コラボエリアの運営：市民活動団体へのフレックスデスク、コーディネーションデスクなど

の貸出し利用提供、ロッカー・レターケース等の有償貸与、印刷機利用提供、利用団体への

運営助言など 

② 会議室エリアの運営：会議室の貸出し提供 

③ 全体的の利用率アップの促進 

④ 会議室貸し出し以外の収入源の模索（テレワークブースの設置等） 

【その他の部門および事業】 

４．災害・復興支援、防災事業 

 協会は阪神・淡路大震災の際に日本で初めて災害ボランティアセンターを開設した団体だが、

災害発生時には協会の平時の蓄積を土台に、既存のネットワークと連携しつつ、市民参加による

復興支援活動に取り組んでいる。近年、災害ボランティアセンターは社会福祉協議会などが整備

する体制ができつつある中、特に大阪・関西エリアが被災した場合、協会は「おおさか災害支援

ネットワーク」世話役団体の１つとして連携・協働の促進役を担いつつ、スペシャルニーズ（特

別な配慮の求め）に応えられる仕組みを生み出すこととしている。 

 また、協会ＢＣＰ（事業継続計画）について、ウィズコロナ、アフターコロナ時代における見

直しを行うとともに、大阪府北部地震や令和元年台風 19 号災害支援の経験をふまえて、備えを実

行に移す。 

■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係事業】 

・災害時の要配慮者支援をテーマとした体験型プログラム（災害

時のスペシャルニーズ支援事業の後継） 

 

１）災害時、あるいは備えとして平時から取り組む事業  

① 職員とボランティアをチームにして、実災害時の運営支援者・運営者を派遣（災害発生時） 

② 災害時の要配慮者支援をテーマとした体験型プログラム（災害時のスペシャルニーズ支援事

業の後継） 【行動宣言関係】 

③（大阪府共募助成）災害時に動ける人づくり（災害・防災をテーマとした講師派遣、ＳＵＧ

（スグに動く災害支援チーム）を中心とした災害ボランティアリーダー養成など） 

④ 広域避難者の支援活動 
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２）協会の事業継続のための計画（ＢＣＰ）および災害支援計画策定  

① ウィズコロナ、アフターコロナ時代を念頭に置いた協会ＢＣＰおよび災害支援方針（案）の

バージョンアップ 

 

５．企業市民活動推進センター事業 

 1991 年に開設した企業市民活動推進センター（ＣＣＣ）は、2020 年度も引き続き、企業市民活

動の推進、そして企業と市民活動の連携を進める事業を推進する。「フィランソロピー・ＣＳＲリ

ンクアップフォーラム」では、「ＳＤＧｓの実践」を年間テーマに取り上げる予定だったが「ウィ

ズコロナ、アフターコロナ時代における社会課題と我々ができることを考える」と変更し、学び

を深めていく。また、会員企業とともに情報交換や、ＣＳＲ・社会貢献のあり方についての意見

交換等にも取り組んでいく。 

■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係・新規事業】 

・リンク会員による「リンク災害・防災委員会」で、発災時にス

ムーズな連携をするための仕組み作り 

・企業市民活動に関する調査研究の実施（企業とＮＰＯの連携で

社会的孤立の解消・ＳＤＧｓの推進に取り組む） 

【新規事業】 

・ＮＰＯの組織基盤強化の企画受託（武田薬品工業㈱「タケダ・ＮＰＯサポートプログラム（第

２期）」） 

１）コンサルテーションとコーディネーション  

① 企業市民活動（「ＣＳＲ」「企業の社会貢献」等）全般の相談対応や企画へのコンサルティング 

② 市民活動団体への助成プログラムの事務局受託（積水ハウス㈱「マッチングプログラム」、

阪急阪神ホールディングス㈱ グループ「阪急阪神 未来のゆめ・まち基金 助成プログラム」） 

③ ＮＰＯの組織基盤強化の企画受託（武田薬品工業㈱「タケダ・ＮＰＯサポートプログラム（第

２期）」）【新規】 

④ 企業・労働組合のボランティア関連講座・研修の企画受託 

２）教育・研修・研究  

① 社員向けボランティア講座の受託開催、および企業関連の講師派遣 

② 「フィランソロピー・ＣＳＲリンクアップフォーラム（ＰＣＬＦ）」の企画開催（偶数月第

２火曜）と幹事会の運営、自主ゼミ「リンクアップ・ジュニア」のサポート、「リンク災害・

防災委員会」の運営（一部） 

③ リンク会員による「リンク災害・防災委員会」で、発災時にスムーズな連携をするための仕

組み作り【新規】【行動宣言関係】 

④ 「はじめてのＣＳＲ・社会貢献講座」の開催（再掲） 

⑤ 「うめきた朝ガク運営委員会」への参画と企画・実施 

⑥ 企業市民活動に関する調査研究の実施（企業とＮＰＯの連携で社会的孤立の解消・ＳＤＧｓ

の推進に取り組む）【新規】【行動宣言関係】 

⑦ 元・社会貢献担当者が市民活動に関わり続けられる機会づくりや研修の企画・実施 
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６．情報提供・出版・市民シンクタンク事業 

 協会は創設翌年の 1966 年に『月刊ボランティア』を創刊して以来、ボランティア活動／市民活

動に関わる動きの紹介と論説を続ける一方、約 280 点の書籍を発行するなど、市民活動に関わる

“モノの見方・考え方”を整理し、情報の発信と理論化を進めてきた。さらに、蓄積してきた知

的財産を活かした市民シンクタンク事業にも取り組んできた。2020年度も市民活動総合情報誌『ウ

ォロ』を通じて協会のオピニオン発信を行うとともに、「ボランタリズム研究所」では、「市民セ

クターの次の 10 年を考える研究会第３幕および第４幕」を研究誌にまとめ、知の共有や発信の強

化をめざす。 

■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係事業】 

・裁判員ＡＣＴによるウォロ連載記事「傍聴カフェ」の掲載 

【行動宣言関係・新規事業】 

・ボランタリズム研究所『ボランタリズム研究誌４・５号』の編集と発刊 

１）情報誌の発行と情報提供  

①（大阪府共募助成）市民活動総合情報誌『ウォロ』の企画・編集・発行（年６回）、及び購読

者拡大 

② 裁判員ＡＣＴによるウォロ連載記事「傍聴カフェ」の掲載【行動宣言関係】 

③ 巡静一基金「ボランティア・市民活動ライブラリー」の蔵書の検索システムの公開、および

蔵書検索システム構築にあたっての指定寄附の募集、新聞切抜のＰＤＦデータ化 

④ 協会公式ホームページ「ぼらやねん」の運用 

⑤ 協会公式 facebook、Twitter の運用 

２）書籍の編集と発刊  

① 中央法規出版刊 『福祉小六法 2021』の編集協力 

② ボランタリズム研究所『ボランタリズム研究誌４・５号』の編集と発刊 【行動宣言関係】【新規】 

③ 『学生のためのボランティア論』の改訂に向けた編集委員会設置 

④ 『日本ボランティア・ＮＰＯ・市民活動年表』の増補改訂版の制作 

３）市民シンクタンク事業  

① （真如苑受託）真如苑「社会貢献アドバイザリー委員会」および「有識者との意見交換会開

催事業」事務局、ならびに「多摩地域市民活動公募助成事業」および「自立援助ホーム支援

助成事業」の助成金事務局 

② 審議会、研究会、助成審査会、学会役員などへの参画 

 

７．国内外のネットワーク推進事業 

１）ボランティア推進関連のネットワークキング  

① 全国規模のネットワーキング（「ボランタリズム推進団体会議（通称：民ボラ）」への参画と

「民ボラ第 38 回 in 大阪」の企画運営（2021 年夏に開催延期）、「『広がれ！ボランティアの

輪』連絡会議」への参画と「ボランティア全国フォーラム 2020」の企画運営） 

② 関西規模のネットワーキング（「関西地区大学ボランティアセンター連絡協議会」）への参画 

③ 大阪におけるネットワーキング（「天神祭ごみゼロ大作戦」実行委員会）への参画 
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２）ＮＰＯ推進関連のネットワーキング  

① 全国規模のネットワーキング（「日本ＮＰＯセンター」「シーズ・市民活動を支える制度をつ

くる会」「ＮＰＯ法人会計基準協議会」「ＮＰＯの法制度等改革推進会議」）への参画 

② 関西規模のネットワーキング（「関西ＮＰＯ支援センターネットワーク（ＫＮＮ）」「近畿圏

ＮＰＯ支援センター連絡会議」「関西ＮＧＯ協議会」）への参画 

３）ＣＳＲへの提言関係のネットワーキング  

① 全国規模のネットワーキング（「社会的責任向上のためのＮＰＯ／ＮＧＯネットワーク」）へ

の参画 

４）災害時・防災のネットワーキング  

① 全国規模のネットワーキング（「震災がつなぐ全国ネットワーク（震つな）」への参画 

② 関西規模のネットワーキング（「3.11 from KANSAI 実行委員会」への参画と震災復興応援

イベント「3.11 from KANSAI 2020」（新型コロナウイルス感染拡大防止のために延期した

分）と「3.11 from KANSAI 2021」の実施） 

③ 大阪におけるネットワーキング（「おおさか災害支援ネットワーク（ＯＳＮ）」「まちなか

被災シミュレーション実行委員会」）への参画と定例会の企画実施 

④ 企業や労働組合等との協働による災害支援プラットフォームづくりの研究・開発【行動宣

言関係】 

⑤ （災害時のスペシャルニーズ支援事業の後継）災害時の要配慮者支援をテーマとした、「障

害・難病」「子ども」「外国人」の３分野のネットワーキングへの参画 【行動宣言関係】 

５）ＳＤＧｓ関連の推進ネットワーキング  

① 全国規模のネットワーキング（「2019 G20 市民社会プラットフォーム」「SDGs市民社会ネ

ットワーク」への参画） 

② 関西規模のネットワーキング（「関西 SDGs プラットフォーム」、「G20 大阪市民サミット

実行委員会」への監事・常任委員の派遣と「同実行委員会解散総会」の開催や「同サミット

総括フォーラム」の企画実施） 

６）協同組合関連の推進ネットワーキング  

① 大阪におけるネットワーキング（「大阪府協同組合・非営利協同セクター連絡協議会」（仮

への参画））【新規】 

７）その他分野別のネットワーキング  

① 大阪におけるネットワーキング（「障害者週間協賛事業大阪実行委員会」「地域こども支援団

体連絡会」「大阪府青少年育成大阪府民会議」「安全なまちづくり推進会議」「大阪ふれあいキ

ャンペーン実行委員会」）への参画 

② 役員などの派遣（理事長、常務理事・事務局長などが他団体の役員に就任） 

③ 海外の市民活動推進機関とのネットワーキング（視察受入れを通しての情報交換など） 

 

８．新型コロナウイルス対応関連の動き 

１）ＮＰＯ・市民活動支援に関する動き  

① 新型コロナウイルス緊急支援基金「私と地域と世界のファンド：みんなおんなじ空の下」を

設立。新型コロナウイルスの影響で、財政的に厳しい状況となっているＮＰＯ・市民活動団
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体支援のため、（特）関西ＮＧＯ協議会、（一財）泉北のまちと暮らしを考える財団、リタワ

ークス（株）と４団体共同で設立。寄附募集にあたっては、（一社）全国コミュニティ財団協

会が全国 47 都道府県で設置する「47 コロナ基金」のしくみを活用して、６月末までに 1,500

万円の寄附を募集。助成団体を公募し、７月には助成を行う予定。 

② 『新型コロナウイルス感染症 ＮＰＯ緊急支援サイト：新型コロナウイルス感染症の影響を

受けて困っている人のために「今すぐ」できること』を新規開設。新型コロナウイルスで困

っている人に何かしたいという声を受け、パートナー登録団体の「寄附」「寄贈」「ボランテ

ィア募集」の情報を集約して掲載し、支援したい人と繋げている。 

③ 「新型コロナウイルスの影響下での市民活動に関するメッセージ」をホームページに掲載す

るとともに、ＳＮＳで情報拡散。 

２）調査・提言に関する動き  

① 「新型コロナウイルス感染症が市民活動に及ぼす影響に関する調査」を実施。ＮＰＯの状況

とニーズの把握を行うことを目的に、ボランタリズム研究所の岡本仁宏運営委員長が主体と

なり、大阪ＮＰＯセンター・きょうとＮＰＯセンター・しゃらく・市民活動センター神戸・

ひょうごコミュニティ財団・関西大学法学部坂本治也研究室の協力を得て、京阪神の 1,024

のＮＰＯに対して緊急調査を行い 172 件の回答を得た（回収率 18.0％）。調査結果報告はホ

ームページに掲載して広く公開した。 

② パートナー登録団体へのお困りごとアンケートを実施。前述の「新型コロナウイルス感染症 

ＮＰＯ緊急支援サイト」に情報を掲載。 

③ ＮＰＯ議員連盟に提出した「新型コロナウイルスの影響によるＮＰＯ及び多様な市民活動の

存続危機に対する支援に関する要望書」に賛同。 

④ 協会が（一財）泉北のまちと暮らしを考える財団、（特）SEIN とともに呼びかけ団体となり、

近隣の 15 のＮＰＯ支援センターとともに、「新型コロナウイルスの影響によるＮＰＯ及び多

様な市民活動の存続危機に対する支援に関する要望書」を大阪府知事に提出。 

⑤ 協会が呼びかけ団体となり、大阪市内に事務所を有する４つのＮＰＯ支援センターとともに

「新型コロナウイルスの影響によるＮＰＯ及び多様な市民活動の存続危機に対する支援に関

する要望書」を大阪市長に提出。 

３）市民活動スクエア「ＣＡＮＶＡＳ谷町」での対応  

① 緊急事態宣言中の夜間・週末を中心とした、利用がない日・時間の臨時休館の導入 

② 緊急事態宣言中の会議室の新規受付中止（原則として）、キャンセル料の無料対応（予約完

了済みの団体は開館して対応） 

③ 会議室の定員の見直し（社会的距離の確保） 

④ 利用団体への感染予防に関する対応依頼（利用者の体調・連絡先等の把握等） 

４）協会内での動き  

① 緊急支援寄附の募集 

② 「新型コロナウイルスに関連する動きまとめ」をホームページに掲載。 

③ 緊急事態宣言に伴う職員の在宅勤務導入、ボランティア相談のメール・ウェブ会議ツールの

優先利用、主催行事の開催見合わせ、事務所における感染予防対策、職員の健康管理等の対

応を実施。 
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２．事業を支える組織と財政の強化 

■２０２０年度の特徴的な事業 

【行動宣言関係・新規事業】 

・協会独自のファンド設立に向けた定款変更の実施 

【新規事業】 

・職員の働きやすさ、働き方改革等を考慮した就業規則の作成（改定） 

・顧客データベースの拡充、およびデータベースを活用したコミュニケーションの充実と事務

等の低減 

■２０２０年度予算作成にあたって 

当初予算は（予備費を相殺しても）170.2 万円の赤字予算であったが、新型コロナウイルス感染

拡大の影響を受けた財政悪化にはどめがきかず、第一次補正予算では 620 万円の赤字が見込ま

れる状況。ウィズコロナ、アフターコロナ時代に持続可能となるよう、少しでも財政改善に努

める。 

 

１．人的な事業推進態勢の充実 

 協会の事業推進は、職員 17 人とともに 111 人のボランティアが事業推進と組織経営に参画する

「自発性を核とする事業推進態勢」－「参加システム」をとっている。2020 年度も、市民の自発

的意欲が事業推進と組織経営に活かされる体制を、一層、充実し、市民の参加で様々な事業活動

が展開できるよう努力する。 

１）会員・寄附者の支援継続と新たな支援者との出会い創出  

① 個人会員、個人賛助会員、団体賛助会員の支援継続と新たな支援者への働きかけを企画・実施 

② 会員誌『ＣＡＮＶＡＳ ＮＥＷＳ』の定期発行（年６回）、「会員メーリングリスト」など会

員サービスの充実 

③ 顧客データベースの拡充、およびデータベースを活用したコミュニケーションの充実と事務

等の低減【新規】 

２）社会福祉法人としての組織活動  

① 理事会、評議員会、評議員選任・解任委員会、監事会の開催 

② 協会独自のファンド設立に向けた定款変更の実施 【新規】【行動宣言関係】 

３）市民参加による組織経営と事業推進体制  

① 会員総会（「定期総会」）は新型コロナウイルスの影響により中止 

② アソシエーター会議（「一泊創出会議」「事業計画会議」）の開催 

③ 「常任理事会（財務基金運営委員会の機能を兼ねる）」「常任運営委員会」の毎月開催 

④ 「ボランティア・ＮＰＯ推進センター運営委員会」「企業市民活動推進センター運営委員会」

「ボランタリズム研究所運営委員会」「災害支援委員会」「ウォロ編集委員会」の開催 

⑤ 「法人コミュニケーションチーム」およびその他の推進チーム・専門委員会の運営 

⑥ アソシエーター研修（アソシエーター基礎研修）の企画・実施 

⑦ 常任運営委員で構成する「人づくり（旧「はたらき方改革）」タスクチームによる対策 
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４）事務局体制の整備  

① 「事務局会議」「事務局マネジャー会議」による事務局運営の円滑化 

② 花王人材交流による出向社員１名の受入れ 

③ 新たなメンバーでの事務局体制を拡充 

④ 職員研修の企画実施 

⑤ 職員の働きやすさ、働き方改革等を考慮した就業規則の作成（改定）【新規】 

 

２．財源の確保と財政運営 

 2013 年に大阪ＮＰＯプラザからＣＡＮＶＡＳ谷町へ拠点を移転して以降、事務所に関する

経費負担が増加したことと、大阪ＮＰＯプラザ運営時の事業収入が失われたため、協会は５

年連続で赤字状態が続いた。赤字期間の対処は、多額の積立金を取り崩しつつ、支援者の拡大

や新たな事業収入の確保に努力してきたが、2018 年度は、ようやく赤字を脱却することがで

き、2019 年度も黒字決算を見込んでいたが、新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けて最

終的に赤字決算となった。2020 年度の当初予算はそもそも赤字予算を計上していたが、2020

年度に入っても新型コロナウイルス渦の猛威は収まらず、第一次補正予算では 620 万円の赤

字を積立金取崩収入をもって収支バランスを保っている状況である。先数年にわたって非常

に厳しい経営状況のかじ取りを迫られるが、協会持前の市民参加型運営で知恵と工夫を結集

し、この度の未曾有の難局を乗り越えていきたいと考えている。 

 

１）会費・寄附・助成金・補助金の維持・拡大  

① 会費収入（個人会費・個人賛助会費・団体賛助会費）の維持・拡大 

② 寄附収入（一般寄附・事業指定寄附・災害支援寄附・緊急支援寄附）の維持・拡大 

③ 事業推進のための助成金、補助金の申請などによる財源確保 

④ 常任運営委員で構成する「寄附・ファンドレイジング」タスクチームによる対策 

２）自主事業収入・受託事業収入の維持・拡大  

① 「市民活動スクエア『ＣＡＮＶＡＳ谷町』」の効率的な運営と事業収入拡大 

② 「市民学習およびＮＰＯや専門職向け研修」「講師派遣」の事業収入拡大 

③ 「企業市民活動のコンサルテーション」「シンクタンク事業の調査研究」の事業受託開拓 

④ 「ウォロ」購読料、書籍の発行経費の回収を努力 

３）支出の抑制・適正化、ならびに財務管理体制の整備  

① 事務局による日常的な経費低減と収支管理体制の整備 

② 経理ソフトの活用と顧問税理士との連携による社会福祉法人会計の適正運営と、常任理事会

との連携による財務管理体制の確立 

③ 顧客データベース導入による事務等の低減、および販促・広報等の強化 

以上 
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相談事業の部門横断的実績分析  
 

協会には、個人、ＮＰＯ、企業、行政など実に様々な人や組織から相談が寄せられる。コーディネーション機関であり

相談機関でもある協会全体に寄せられる相談内容の概要を示す。 

＜2019 年度の主な特徴＞2019 年度の総相談調整回数はのべ 1,502 回で、前年度より 398 回減少。受付件数は 655 件と前

年度より 105 件減少した。 

  ※調整回数とは、１ケースにつき複数回調整が発生した場合の対応数。 

 

（１）相談者の属性分析 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① センター別、相談者の内訳  

表Ａ センター別、相談者の内訳（N=655、カッコ内は前年度実績） 

 
ボランティア・ＮＰＯ推進センター 企業市民活動 

推進センター 
合  計 ％ 

ボランティア窓口 ＮＰＯ窓口 

個     人 ３５９（416） ３５（ 33） ２（  2） ３９６ （451） 60.5 (59.0)％ 

ＮＰＯ・個人事業者 ５８（ 55） ６０（ 71） ４（  1） １２２ （127） 18.6 (16.6)％ 

企業・労組/メディア １（  9） ０（  0） ６４（ 89） ６５ （ 98） 9.9 (12.8)％ 

支 援 組 織 １１（ 12） ３（ 11） ０（  1） １４ （ 24） 2.1 ( 3.1)％ 

行     政 ５（  3） ８（  4） ０（  1） １３ （  8） 2.0 ( 1.0)％ 

施 設 1９（ 22） ０（  0） ０（  2） １９ （ 24） 2.9 ( 3.1)％ 

教 育 ・ 研 究 機 関 ９（ 14） ３（  1） ０（  1） １２ （ 16） 1.8 ( 2.1)％ 

そ の 他 ・ 不 明 ７（  8） ７（  5） ０（  4） １４ （ 17） 2.1 ( 2.2)％ 

合    計 ４６９（539） １１６（125） ７０（101） ６５５ (765)  

％ ７１．６(70.5)% １７．７(16.3)% １０．７(13.2)%    
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図A-1 相談者の属性
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図A-２ 相談者の地域
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＜基礎データ＞  

 受 付 件 数：６５５件〔前年度比 105 件減。個人 396 件（同 55 件減）、団体 259 件（同 50 件減）〕 

 調 整 回 数：１，５０２回（同 398 回減） 

 調 整 時 間：約５２７時間（同 190 時間減。１件につき最短 3 分～最長 5.7 時間。） 

個人の相談件数はおおよそ 6 割。

組織で最も多いのがボランティアグ

ループや非営利組織からの相談

（図Ａ－１）。 

相談の７割が大阪府内から

よせられている（図Ａ－２）。 
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（年度） （年度） 
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② 個人の相談者属性 

ａ）個人の相談者の性別は、女性１９２人（前年度 223 人）、男性１９９人（同 214）、その他・不明５人。全体とし

て２０代からの相談が最も多く、次いで４０代、６０代の順であった。昨年度と比べ、３０代の割合が減少した。

（図Ａ－３）。 

 

ｂ）個人の相談は、従来と変わらず「勤労者」からの相談がもっとも多く３８．９％（154 件、前年度 38.6%）を占

める。次いで「大学・専門学校」「無職」が多いことも継続した特徴としてあげられる（図Ａ－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）相談者の紹介経路  

「ウェブサイト」を見ての問合せが、

５１．０％（前年度 45.9%）を占めてお

り、協会ウェブサイト「ぼらやねん」の

重要性がうかがえる。全般的に相談件

数は減っているが、知人の紹介や講座

受講者からの相談は微増している（図

Ａ－５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）相談概要の分析  
① 協会に寄せられる主な相談ニーズ  

ボランティア活動参加希望者（寄付したい含む）からの相談が４４．７％(293 件)。次いで、ボランティア・NPO の

応援を求める相談が１６．５％（108 件）と多く、団体設立、企画相談や団体運営のコンサルテーションが１１．３％

(74 件)と前年度から、割合が増加している。「団体・ヒト・制度の問い合わせ」は７．６％（50 件）と続くが、昨年

度と比べ減少している。さらに、協会事業やＣＡＮＶＡＳ谷町に関する問い合わせは５．５％（36 件）と、１割弱を

占めており、協会事業への高い関心が表れている（図Ａ－６）。 

 

② 属性別の主な相談ニーズ  

個人、団体別に相談ニーズを見ると、個人からの相談は、ボランティア活動希望の相談が６７．４％（267 件）を

占める。またボランティアやＮＰＯの応援を求める相談も３６件と多い。団体からの相談は、ボランティアの応援を

求める相談が２７．８％（72 件）、次いで企画・運営・コンサルテーション相談が１８．１％（47 件）と多い。（図

Ａ－７） 
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図Ａ－５ 相談者の照会経路（N＝655） 

図Ａ－３ 個人の相談者の年代別・性別（N＝396） 
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図Ａ－４ 個人の相談者属性（N＝396） 
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③ 相談概要の分野 

協会では分野を問わず多様な相談に応じている

が、従来から強みをもつ「保健・福祉・医療」分野

１８．８％（123 件）と、「中間支援」分野２３．７％

（155 件）における相談で全体の約 4 割を占める。

分野を特定しない「何かしたい」といった漠然とし

た相談も２５．６％（168 件）を占めており、分野

を問わない総合センターの意義が見出せる（図Ａ－

８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）相談方法と対応結果  

対面による相談が３６．５％、電話相談が４８．４％と、この２つで 8.5 割を占める。（図Ａ－９）。対応結果は

「説明・情報提供」「解決策を提示」「紹介・仲介」の３つを合わせて７６％で、何らかの具体的な対応ができてい

るものが多い（図Ａ－１０）。 
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図Ａ－９ 相談方法の内訳（N=655） 
図Ａ－１０ 対応結果の内訳（N=655） 

図Ａ－６ 協会に寄せられる主な相談ニーズ（N=655） 

図Ａ－８ 協会に寄せられる相談内容の分野（N=655） 
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図Ａ－７ 属性別の主な相談ニーズ（N=655/個人 396、団体 259） 
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Ⅰ．活動計算書 総括表

2019年度
決算

2020年度
予算

2019年度
決算

2020年度
予算

2019年度
決算

2020年度
予算

＜サービス活動増減の部＞

 会費収入 9,143,500 8,918,000 9,143,500 8,918,000 0 0

 寄付金収入 2,095,500 4,100,000 2,095,500 4,100,000 0 0

 行政補助・助成金収入 0 0 0 0 0 0

 民間助成金収入 14,206,161 13,000,000 14,206,161 13,000,000 0 0

 受託事業収入 35,145,821 29,283,000 21,962,429 17,340,000 13,183,392 11,943,000

 自主事業収入 13,504,090 12,571,000 6,030,860 5,401,000 7,473,230 7,170,000

サービス活動収益計 74,095,072 67,872,000 53,438,450 48,759,000 20,656,622 19,113,000

 人件費（退職金を含む） 37,584,771 43,530,220 29,259,154 39,921,220 8,325,617 3,609,000

 自主事業費支出 19,798,305 14,472,620 14,559,025 9,085,620 5,239,280 5,387,000

 受託事業費支出 9,385,752 7,369,000 5,312,312 4,207,000 4,073,440 3,162,000

 事務費支出 9,080,289 8,750,000 9,080,289 8,750,000 0 0

 減価償却費 942,226 800,000 942,226 800,000 0 0

 予備費 0 500,000 0 500,000 0 0

サービス活動費用計 76,791,343 75,421,840 59,153,006 63,263,840 17,638,337 12,158,000

サービス活動増減差額 -2,696,271 -7,549,840 -5,714,556 -14,504,840 3,018,285 6,955,000

＜サービス活動外増減の部＞

受取利息配当金収益 660,099 503,000 660,099 503,000 0 0

その他のサービス外収益 67,678 25,000 39,787 15,000 27,891 10,000

サービス活動外収益計 727,777 528,000 699,886 518,000 27,891 10,000

サービス活動外費用計 0 0 0 0 0 0

727,777 528,000 699,886 518,000 27,891 10,000

経常増減差額 -1,968,494 -7,021,840 -5,014,670 -13,986,840 3,046,176 6,965,000

＜特別増減の部＞

拠点区分間繰入金収益 3,472,439 6,965,000 3,472,439 6,965,000 0 0

特別収益計 3,472,439 6,965,000 3,472,439 6,965,000 0 0

拠点区分間繰入金費用 3,472,439 6,965,000 0 0 3,472,439 6,965,000

特別費用計 3,472,439 6,965,000 0 0 3,472,439 6,965,000

0 0 3,472,439 6,965,000 -3,472,439 -6,965,000

-1,968,494 -7,021,840 -1,542,231 -7,021,840 -426,263 0

＜繰越活動増減差額の部＞

前期繰越活動増減差額 71,544,253 69,575,759 67,277,685 65,735,454 4,266,568 3,840,305

当期末繰越活動増減差額 69,575,759 62,553,919 65,735,454 58,713,614 3,840,305 3,840,305

基本金取崩額 0 0 0 0 0 0

当期末繰越活動増減差額 69,575,759 62,553,919 65,735,454 58,713,614 3,840,305 3,840,305

特別増減差額

当期活動増減差額

費
用

収
益

費
用

サービス活動外増減差額

収
益

費
用

収
益

2019年度決算　および　2020年度予算

科　目

合計 社会福祉事業会計 公益事業会計

- 69 -



　

 2019年度  2019年度 ②－① 2020年度　 ③－①

予算① 決算② ［千円］ 予算③ ［千円］

＜サービス活動増減の部＞

 会費収入 9,405,000 9,143,500 -262 8,918,000 -487

 個人会員費 3,000,000 2,729,200 -271 やや前年度から減少 2,800,000 -200 実勢に合わせる

 賛助企業会費 4,640,000 4,620,000 -20 前年度から減少 4,320,000 -320 新規開拓に努力

 賛助非営利団体会費 380,000 378,000 -2 前年度実績と同額 378,000 -2 実勢に合わせる

 個人賛助会費 65,000 89,000 24 前年度実績は上回る 90,000 25 実勢に合わせる

 ＮＰＯ等登録料 1,320,000 1,327,300 7 ウォロ無料送付中止 1,330,000 10

 寄付金収入 2,300,000 2,095,500 -205 4,100,000 1,800

 一般寄付金 1,500,000 1,116,177 -384 3,500,000 2,000 コロナ緊急募金

 事業協賛寄付金 400,000 337,000 -63 事業指定寄付 400,000 0 事業指定寄付

 災害復興支援寄付金 400,000 642,323 242 200,000 -200 災害準備金

 補助金・助成金収入 11,130,000 14,206,161 3,076 13,000,000 1,870

 大阪府福祉基金 0 0 0 申請せず 0 0 申請せず

 民間助成金 11,130,000 14,206,161 3,076 13,000,000 1,870

 大阪府共同募金会 3,000,000 3,000,000 0 ウォロと市民力事業 2,800,000 -200 ウォロと市民力事業

 晧養社 2,500,000 2,500,000 0 特別会員 2,500,000 0 特別会員

 市民活動年表改訂 0 356,067 356 トヨタ財団等(前受処理) 4,974,000 4,974 三菱財団など

 日本ＮＰＯセンター 1,000,000 2,077,924 1,078 SaveJapanPJ分 1,000,000 0 SaveJapanPJ分

 トヨタ財団 4,000,000 4,500,000 500 市民参加研究会 0 -4,000 事業終了

 災害対応関係 0 1,000,000 1,000 ボラサポ台風19号 0 0

 ＫＶネット助成金 350,000 350,000 0 読売わいず,毎日新聞 350,000 0 読売わいず,毎日新聞

 近畿労働金庫ほか 280,000 422,170 142 ろうきんP大阪など 1,376,000 1,096 ろうきんP大阪ほか

 受託事業収入 22,330,000 21,962,429 -368 17,340,000 -4,990

 大阪市Ｃｏ受託収入 14,592,000 14,592,000 0 Ⅴコーディネーション 14,592,000 0 中学生向け事業も

 情報提供受託収入 88,000 96,200 8 VCO力3級検定 48,000 -40 Vco力３級検定

 講師派遣受託収入 7,650,000 7,274,229 -376 2,700,000 -4,950 出張講座

 一般・ＮＰＯ関係 7,500,000 6,962,729 -537 コロナ禍で減少 2,600,000 -4,900 職員講師減を考慮

 企業市民Ｃ企画分 150,000 311,500 162 2件実施 100,000 -50 労組依頼終了で減

 自主事業収入 7,144,000 6,030,860 -1,113 5,401,000 -1,743

教育事業収入 3,389,000 2,742,735 -646 2,126,000 -1,263

 市民講座参加費 419,000 518,500 100 V研究所,ACT,よる学 300,000 -119 V研究所,ACT,よる学

 Co講座参加費 330,000 302,000 -28 Co基礎講座 100,000 -230 Co基礎講座

 NPO講座参加費 540,000 48,235 -492 会計基準、基盤WSも 50,000 -490 伝えるコツ、資金調達

 CCC講座参加費 2,100,000 1,874,000 -226 リンクアップ、CSR講座 1,676,000 -424 リンクアップ,入門講座

情報提供事業収入 3,755,000 3,288,125 -467 3,275,000 -480

 Volo購読料収入 3,330,000 2,791,525 -538 2,775,000 -555 購読者拡大に努力

 Volo協賛広告収入 425,000 496,600 72 500,000 75 広告掲載依頼に努力

 サービス活動収益計 52,309,000 53,438,450 1,129 48,759,000 -3,550

＜サービス活動外増減の部＞

 受取利息配当金収入 658,000 660,099 2 503,000 -155

 基本財産運用収入 650,000 657,127 7 500,000 -150

 受取利息 8,000 2,972 -5 3,000 -5

10,000 39,787 30 15,000 5

サービス活動外収益計 668,000 699,886 32 518,000 -150

＜特別増減の部＞

拠点区分間繰入金収益 2,669,000 3,472,439 803 公益事業から 6,965,000 4,296 公益事業から

特別収益計 2,669,000 3,472,439 803 6,965,000 4,296

 総　　　　　　 　 　　  計 55,646,000 57,610,775 1,965 56,242,000 596

その他サービス活動外収益

１．社会福祉事業会計 活動計算書

＜収益の部＞

勘定科目 決算の備考 予算の備考
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2019年度 2019年度 ②－① 2020年度 ③－①

予算① 決算② ［千円］ 予算③ ［千円］

＜サービス活動増減の部＞

 人件費 27,637,000 29,259,154 1,622 退職手当分で増加 39,921,220 12,284

役員報酬 0 0 0 役員は全員無償 0 0 役員は全員無償

総務職員給与手当 8,978,000 8,024,594 -953 正職1,嘱託1,補助1人 9,480,220 502 正職1,嘱託1,補助1人

事業職員給与手当 15,175,000 17,410,167 2,235 25,816,000 10,641

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ人件費 8,240,000 9,604,537 1,365 正職2,補助1.3人 14,410,000 6,170 正職2,嘱託0.5,補助1人

教育事業専門員費 0 3,380,995 3,381 嘱託0.6人 2,787,000 2,787 正職1人

ＮＰＯ推進専門員費 3,390,000 1,931,534 -1,458 正職0.6人 4,513,000 1,123 嘱託1人

企業市民推進員費 3,545,000 1,959,851 -1,585 正職0.6人 4,106,000 561 正職1人

情報事業専門員費 0 533,250 533 編集外部化 0 0

法定福利費 3,484,000 3,824,393 340 11人分 4,625,000 1,141 10人分

 事務費 9,119,000 9,080,289 -39 8,750,000 -369

福利厚生費 50,000 43,448 -7 健康診断、研修費 45,000 -5 健康診断、研修費

アソシエーター費 360,000 71,380 -289 研修・合宿補助など 360,000 0 研修・合宿補助など

旅費・通信運搬費 480,000 457,802 -22 メール活用 330,000 -150 実勢をふまえる

消耗品費・什器費 370,000 333,230 -37 固定資産分を含む 300,000 -70

印刷製本費 130,000 145,500 16 事業報告書 150,000 20 事業報告書

水道光熱費・賃借料 5,116,000 5,121,877 6 事務所部分 5,172,000 56 事務所部分

CANVAS利用料 395,000 396,200 1 335,000 -60

業務委託費 270,000 305,010 35 社会保険労務士など 100,000 -170

謝礼金 500,000 839,000 339 税理士顧問料 600,000 100 税理士顧問料

租税公課 950,000 858,300 -92 消費税等 850,000 -100 消費税増等

諸会費・雑費 498,000 508,542 11 508,000 10

 事業費 18,579,000 19,871,337 1,292 16,370,000 -2,209

コーディネート費 3,187,000 3,344,670 158 WAM助成分の減 2,957,000 -230 WAM助成分が終了

市民学習事業費 2,754,000 3,251,233 497 4,469,000 1,715

教育事業管理費 374,000 729,974 356 2,889,000 2,515 年表改訂費を含む

講師派遣事業費 2,000,000 1,967,642 -32 派遣数減の影響 1,250,000 -750 派遣数減をふまえる

Ｖカレッジ事業費 380,000 553,617 174 V研究所、ACTなど 330,000 -50 V研究所、ACTなど

ＮＰＯ推進事業費 3,919,000 4,261,600 343 NPO教育事業が減 629,000 -3,290 SaveJapanPJ含む

企業市民推進費 759,000 745,833 -13 謝礼金が減 689,000 -70 実勢に合わせる

情報コーナー費 7,142,000 6,683,993 -458 6,896,000 -246

ウォロ発行事業費 7,097,000 6,670,501 -426 編集を外部委託 6,881,000 -216 編集を外部委託

情報センター費 45,000 13,492 -32 ライブラリー費 15,000 -30 ライブラリー費

共催後援事業費 300,000 373,230 73 民ボラなど 400,000 100 民ボラなど

会員誌発行費 318,000 317,267 -1 315,000 -3

被災地支援事業費 200,000 893,511 694 15,000 -185

 減価償却費 800,000 942,226 142 800,000 0

 その他の費用 0 0 0 退職給与引当金 0 0

 予備費 500,000 0 -500 500,000 0

 サービス活動費用計 56,635,000 59,153,006 2,518 66,341,220 9,706

 サービス活動増減差額 -4,326,000 -5,714,556 -1,389 -4,326,000 0

＜サービス活動外増減の部＞

 サービス活動外費用計 0 0 0 0 0

 サービス活動外増減差額 668,000 699,886 32 518,000 -150

 経常増減差額 -3,658,000 -5,014,670 -1,357 -3,658,000 0

＜サービス活動外増減の部＞

 前期繰越活動増減差額 64,851,263 67,277,685 2,426 62,263,015 -2,588

 次期繰越活動増減差額 61,193,263 62,263,015 1,070 61,193,263 0

＜支出の部＞

勘定科目 決算の備考 予算の備考

＜2020年度管理職給与。社会保険事業主負担を除く＞ 事務局長　6,244,500円
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2019年度 2019年度 ②－① 0 ③－①

予算① 決算② ［千円］ 予算③ ［千円］

市民活動に関する出版事業

＜サービス活動増減の部＞

協会発行図書 1,400,000 1,940,618 541 2,300,000 900 研究誌3号を発刊

買取図書 450,000 350,422 -100 400,000 -50

印税 694,000 350,000 -344 小六法印税見直し 350,000 -344

2,544,000 2,641,040 97 3,050,000 506

研究出版職員費 993,000 536,445 -457 補助0.7人 1,177,000 184 補助1人

研究出版事業費 1,408,000 2,026,800 619 倉庫費用も含む 2,187,000 779 倉庫費用も含む

2,401,000 2,563,245 162 3,364,000 963

 サービス活動増減差額 143,000 77,795 -65 -314,000 -457

＜特別増減の部＞

拠点区分間繰入金費用 143,000 0 -143 0 -143

 当期活動増減差額 0 -426,263 -426 -314,000 -314

＜繰越活動増減差額の部＞
前期繰越活動増減差額 295,709 4,266,568 3,971 在庫評価額 3,840,305 3,545 在庫評価額

295,709 3,840,305 3,545 在庫評価額 3,840,305 3,545 在庫評価額

市民活動に関する研修研究事業

＜サービス活動増減の部＞

行政受託収入 0 0 0 0

民間受託収入 10,451,000 13,183,392 2,732 11,943,000 1,492

10,451,000 13,183,392 2,732 11,943,000 1,492

研究職員費 4,860,000 6,142,613 1,283 正職0.8人 30,000 -4,830 正職1人

研究事業費 3,348,000 4,073,440 725 3,162,000 -186

8,208,000 10,216,053 2,008 3,192,000 -5,016

 サービス活動増減差額 2,243,000 2,967,339 724 8,751,000 6,508

＜特別増減の部＞

拠点区分間繰入金費用 2,243,000 2,967,339 724 8,751,000 6,508

市民活動スクエア貸研修室事業

＜サービス活動増減の部＞

スクエア事業収入 3,770,000 3,429,418 -341 2,820,000 -950

デスク・ロッカー収入 920,000 811,500 -109 利用者減 850,000 -70 実勢をふまえる

貸会議室収入 2,550,000 2,363,200 -187 利用者減 1,700,000 -850 コロナ禍の影響

備品使用、他収入 300,000 254,718 -45 利用者減 270,000 -30

大阪Ｖ協負担分収入 1,700,000 1,402,772 -297 1,300,000 -400

5,470,000 4,832,190 -638 4,120,000 -1,350

人件費 1,196,000 1,646,559 451 正職0.5、補助1人 2,402,000 1,206 補助2人

事業費 3,364,000 3,212,480 -152 3,200,000 -164

会館管理事業費 835,000 681,521 -153 671,000 -164

支払賃貸料、光熱費 2,529,000 2,530,959 2 2,529,000 0

4,560,000 4,859,039 299 5,602,000 1,042

 サービス活動増減差額 910,000 -26,849 -937 -1,482,000 -1,206

＜サービス活動外増減の部＞
 研修室雑収入 0 27,891 28 10,000 10

 経常増減差額 910,000 1,042 -909 -1,472,000 -2,382

＜特別増減の部＞

拠点区分間繰入金費用 910,000 1,042 -909 -1,472,000 -2,382

予算の備考

収
益

 
費
用

サービス活動費用計

サービス活動収益計

収
益

２．公益事業会計 活動計算書

決算の備考

サービス活動費用計

サービス活動収益計

当期末繰越活動増減差額

サービス活動収益計

サービス活動費用計

費
用

費
用

収
益
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2020年3月31日現在

金　額 (円) 金　額 (円)

［流動資産］ ［流動負債］

現金 186,134 事業未払金 4,570,901

小口現金 33,539 預り金 121,269

預貯金　 1,775,058 職員預り金 181,824

郵便振替貯金 460,917 仮受金 1,000

事業未収入金 4,928,778 前受金 1,958,583

仮払金 42,000 　

前払金 670,000

立替金 0

販売用書籍（在庫品） 3,840,305

（流動資産合計） 11,936,731 （流動負債合計） 6,833,577

［固定資産］ ［固定負債］

 　基本財産（活動振興基金） 退職給与引当金 7,700,000

公社債 149,805,926

預貯金 18,992,074

＜基本財産合計＞ 168,798,000

 　その他の固定資産

協会振興活動預金 33,502,000 （固定負債合計） 7,700,000

国際交流事業積立預金 1,900,000

活動開発積立預金 9,500,000  負債合計 14,533,577

消費税還付積立預金 6,876,500

巡静一先生記念基金 0

退職給与引当預金 7,700,000

会館建設準備預金 3,700,000

拠点寄付積立金 1,400,000

被災地支援積立預金 1,500,000 　　　【　純　資　産　の　部　】

防災積立預金 1,500,000 ［純資産］ 238,373,759

敷金 2,011,500 協会活動振興基金 168,798,000

器具備品 483,594 次期繰越活動増減差額 69,575,759

建物付属設備 2,099,011 （うち当期活動増減差額） -1,968,494

＜その他の固定資産合計＞ 72,172,605

（固定資産合計） 240,970,605

　資産合計 252,907,336  負債及び純資産合計 252,907,336

３．貸借対照表

【 　資　　産　　の　　部 　】 【 　負　　債　　の　　部 　】

科　　　　　　目 科　　　　　　目
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＜資産の部＞ ［単位：円］

【１】流動資産

　（１）現預金 現金  現金手元有高 186,134

小口現金  現金手元有高 33,539

預貯金  三菱ＵＦＪ銀行 梅田・野田・天満支店 884,825

 三井住友銀行 梅田・南森町支店 5,054

 りそな銀行 南森町支店 84,494

 近畿労働金庫 梅田支店･本店営業部 514,170

 のぞみ信用組合 137,166

 大阪信用金庫 上福島支店 109,735

 大阪商工信用金庫 西支店 5,279

 みずほ銀行 西野田支店 34,335 1,775,058

郵便振替貯金  00930-8-40608 385,888
 00920-6-183782 75,029 460,917

　（２）未収入金  書籍販売売掛金他 4,928,778
　（３）前払金  類設計室支払4月分賃料 670,000
　（４）仮払金  CANVAS谷町つり銭 42,000
　（５）販売用書籍在庫品  協会出版書籍在庫分 3,840,305
　流 動 資 産 合 計 11,936,731
【２】固定資産
　（１）基本財産  協会活動振興基金（別掲) 168,798,000
　（２）その他 協会振興活動基金  近畿労働金庫定期預金・普通預金 33,502,000

国際交流事業積立預金  三菱ＵＦＪ銀行定期預金 1,900,000

会館建設準備預金  大阪信用金庫定期預金 3,700,000

活動開発積立預金  りそな銀行定期・ゆうちょ定期 9,500,000

被災地支援積立預金  三井住友銀行・りそな銀行定期預金 1,500,000

防災積立預金  りそな銀行定期預金 1,500,000

消費税積立預金  三菱ＵＦＪ銀行定期預金 6,876,500

拠点寄付積立預金  りそな銀行定期預金 1,400,000

退職給与引当預金  りそな・大阪商工信用金庫・大阪信用金庫定期預金 7,700,000

敷金  市民活動スクエアCANVAS谷町敷金 2,011,500

器具備品  紙折機、パソコン 483,594

建物付属設備  CANVAS谷町木製建具・家具 2,099,011
　固 定 資 産 合 計 240,970,605
　資　　産　　合　　計 252,907,336

＜負債の部＞
【１】流動負債　未払金  謝金等 4,570,901

預り金  所得税源泉徴収分など 121,269
職員預り金  職員所得税源泉徴収分、住民税等 181,824

前受金  2021年度以降会費他 1,958,583

仮受金  あっとすくーる誤入金 1,000

　流 動 負 債 合 計 6,833,577
【２】固定負債　退職給与引当金  必要額の95％ 7,700,000

　負　　債　　合　　計 14,533,577

基本財産明細書
種　　別 内　　　　　　訳 金　　　　　額

公 社 債  H27みおつくし債 （野村證券扱い） 20,000,000

 国債 （日興証券扱い） 9,992,273

 第367回大阪府債 （野村證券扱い） 9,991,000

 第355回大阪府債 （野村證券扱い） 9,997,000

 第380回大阪府債 （野村證券扱い） 10,000,000

 第421回大阪府債 （日興証券扱い） 19,889,970

 第431回大阪府債 （日興証券扱い） 19,952,147

 第433回大阪府債 （大和証券扱い） 9,983,536

 第451回大阪府債 （野村證券扱い） 10,000,000

 第454回大阪府債 （野村證券扱い） 10,000,000

 第196回共同発行地方債 （野村證券扱い） 20,000,000 149,805,926

預 貯 金  定期預金 （近畿労働金庫･梅田） 8,821,954
 定期預金・普通預金 （のぞみ信用組合） 10,170,120 18,992,074

 合　　計 168,798,000

 　　　2020年3月31日現在４．財産目録
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